
新型コロナウイルス感染症対策支援交付金事業業務委託仕様書
第１　事業の目的
「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」等により各関係団体が作成した「業種別のガイドライン」及び国が示す「新しい生活様式」（以下、「業種別ガイドライン等」という。）に基づいた感染症拡大防止対策に取り組む事業者等及び事業協同組合等に対し、新型コロナウイルス感染症対策支援交付金（以下、「交付金」という。）を交付することで、県内の感染拡大防止及び経済再生の両立を支援する。
第２　業務の概要
　　　乙（受託者）は次の業務を行う。
（１）業務の事務局体制を設置し、委託業務全般の管理、運営を行うこと。
（２）交付金の相談対応、申請受付、審査を行うこと。
（３）業務の完了後、報告書を作成し、委託料の精算業務を行うこと。
第３　業務の委託期間
　　　契約日から令和３年１月２９日（金）
第４　業務の対象者数（概算）
　　　業務の対象となる事業者数は次のとおりである。
　　　なお、下記の数量は概算であり、増減することがある。
　　　申請件数内訳　対象約１２，０００者（概算）
　　　　　　　　
第５　業務の内容
　　　上記第２に定める業務の内容は下記のとおりとする。
なお、本内容は業務範囲や業務内容を説明するために甲（中央会）が作成した資料であり、作業手順を指示するものではない。
また、委託期間中、制度改正等の事情により、業務の改廃等が見込まれる場合には、甲は乙に通知するものとする。
（１）業務の事務局体制を設置し、委託業務全般の管理、運営を行うこと。
ア）業務の責任と権限を有する管理責任者を１名以上常駐させ、業務全般の管理を行うこと。
イ）業務の円滑な履行に支障を来さないよう、必要な人員を配置すること。なお、受付開始時期及び締切時等、業務繁忙時期に業務が滞ることがないよう留意すること。
（２）交付金の相談対応、申請受付、審査を行うこと。
①相談事務
ア）交付金の申請手続きに関するコールセンターを設置し、事業者の電話相談を受け付けること。
イ）コールセンターは問合せに支障がないように電話回線を開設することとし、電話対応に支障がでないよう人員を配置すること。
ウ）コールセンターの運用期間は、令和２年９月上旬から令和２年１２月２８日（月）とし、開設時間は運用期間のうち毎日午前９時３０分～午後５時３０分とすること。
②申請受付事務
ア）別に定める「新型コロナウイルス感染症対策支援交付金申請案内（チラシ）」等に基づき、交付金の受付事務を行うこと。
なお、書面申請にあたっては、甲が指定する「新型コロナウイルス感染症対策支援交付金申請書」を使用することとし、電子申請にあたっては、下記申請書記載項目を備えた申請フォーマットを作成のうえ、受付業務を行うこと。
　　　〇申請書記載項目
	申請者情報
	申請者名（法人名または個人事業主名）、住所（方書含む）、郵便番号、
対象施設名（屋号）、担当者氏名、連絡先（固定電話、携帯電話、
メールアドレス）、申請者種別（個人法人の種別）
【法人の場合】法人番号、資本金、従業員数
【個人事業主の場合】本人確認資料、生年月日

	事業状況について
	業態種類、営業内容、令和２年４月期又は５月期の売上が対前年同月比２０％以上５０％未満減少したことの情報（月間事業収入額等）

	「業種別ガイドライン等」に対応するための取り組み
	「業種別ガイドライン等」に対応するための取組内容

	交付金交付先にかかる情報
	振込先金融機関名、金融機関種別、金融機関コード、本・支店名、
支店コード、種目、口座番号、口座名義人

	誓約書
	以下の項目に関する誓約書
・申請内容その他提出書類に記載した情報に偽りがないこと。
・福島県暴力団排除条例（平成23年福島県条例第51号）に規定する暴力団又は暴力団員等が営業に関与する事業者ではないこと。
・個人情報の取扱いに同意すること。
・申請内容に関して、追加書類の提出及び説明の必要があった場合はその求めに協力すること。
・令和２年（２０２０年）４月期又は５月期の売上が対前年同月比５０％以上減少したことを理由として国の「持続化給付金」の交付を受けていないこと。
・令和２年（２０２０年）４月期又は５月期の売上が対前年同月比５０％以上減少しており、交付金申請時点において国の「持続化給付金」の対象者要件を満たしていないこと。
・福島県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金・支援金、福島県新型コロナウイルス感染症拡大防止給付金の交付を受けていないこと。
・申請に係る審査において、不正であると甲が判断した場合に、すでに交付を受けている交付金の返還に応じること。


イ）電子申請受付のため専用ウェブサイトを開設し、事業者からの電子申請の受け付けを行うこと。なお、ウェブサイトは甲及び県がアクセスでき、審査状況を確認可能なものとする。
ウ）乙は、私書箱等、郵送により提出された申請書類の受取手段を確保し、事業者からの書面申請を受け付け、代理でデータ登録を行うこと。
なお、書面申請件数については、全体申請数１２，０００件のうち９割程度（１０，８００件）と想定しているが、数量は概算であり、増減することがある。
エ）申請受付期間は、令和２年９月上旬から令和２年１１月３０日（月）とすること。
なお、電子申請については令和２年１１月３０日中に申請されたものを受け付けることとし、書面申請については当日分までの消印を有効な申請とすること。
③審査事務
ア）形式審査
提出された申請書について、必要事項の記入漏れや押印漏れがないか、必要書類が添付されているか、国の「持続化給付金」、「福島県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金・支援金」及び「福島県新型コロナウイルス感染症拡大防止給付金」との重複申請がなされていないかを確認する。
イ）内容審査
申請内容が下記対象要件に合致するか確認を行うこと。
　　〇対象要件
	対象事業者
	県内の中小企業、事業協同組合等、小規模事業者、フリーランスを含む個人事業者等

	交付要件
	次の「ア」に該当し、「イ」から「カ」までの要件を全て満たすこと。
　ア　令和２年（２０２０年）４月期又は５月期の売上が対前年同月比２０％以上５０％未満減少していること。
　イ　国、関係団体等が示した「業種別ガイドライン」や「新しい生活様式」に基づいた感染防止策に取り組んでいること。
　ウ　令和２年（２０２０年）４月期又は５月期の売上が対前年同月比５０％以上減少したことを理由として国の「持続化給付金」の交付を受けていないこと。
　エ　令和２年（２０２０年）４月期又は５月期の売上が対前年同月比５０％以上減少しており、交付金申請時点において国の「持続化給付金」の対象者要件を満たしていないこと。

　オ　「福島県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金・支援金」または「福島県新型コロナウイルス感染症拡大防止給付金」の交付を受けていないこと。
　カ　交付金申請時点において、「福島県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金・支援金」または「福島県新型コロナウイルス感染症拡大防止給付金」の対象者要件を満たしていないこと。

	交付額
	１事業者あたり１０万円（定額）


ウ）申請内容が不明確な点については、申請者に電話等で確認を行い、申請内容の補正を行うこと。
エ）審査が完了した申請については、速やかに甲に送付し、甲による確認を受けること。
オ）対象要件の適否について疑義のある点については、適宜、甲へ判断を仰ぐこと。
カ）交付決定または不交付決定の際には、甲から通知を行うため、対象となる申請がわかるよう、別途甲が指定する様式の作成を行うこと。
（３）業務の完了後、報告書等を作成し、委託料の精算業務を行うこと。
ア）上記第５（１）及び（２）の業務が完了した後、報告書を作成し提出すること。
イ）成果品として、交付にかかる申請件数、交付先、交付対象総額等、事業の実施状況が分かる実績データを集計のうえ、甲へ提出すること。なお、提出形式はＣＤ－Ｒ等甲が確認可能な形式とし、提出部数は一部とする。
ウ）交付金の審査実績に応じて、事務費について精算を行うこと。
第６　個人情報の取り扱い
個人情報の取り扱いについて、適切な保護措置を講じていること。また、取り扱いにあたっては甲が定める「個人情報取得特記事項」を遵守すること。
第７　リスク管理
　　　乙は次に掲げるような業務上のリスク（以下、「リスク」という。）を想定し、リスクの発生を抑制するための対策を講じなければならない。また、仮にリスクが顕在化し、具体的な危機が発生した場合の対処方法を事前に定めなければならない。
　　・書類の誤発送や電子メールの誤配信等による個人情報の漏えい
　　・書類の不適切管理による紛失
　　・機器の操作誤り等による電子データの棄損や処理誤り
　　・その他、上記に類似する業務上のリスク。
第８　教育等
　１　乙は、事前に業務従事者に対して、業務に必要な基礎知識等を身につけるための教育・指導を行うこと。
　２　乙が行う教育には、情報漏洩防止及び個人情報の取り扱い方法を含むものとする。
第９　提出書類
　　　乙は、委託契約書に定めるもののほか、以下に掲げる書類を提出しなければならない。
①　契約締結後速やかに提出するもの
　　・委託業務着手届（様式第１号）
　　・その他、甲が業務の確認に必要と認める書類
②　業務完了後に速やかに提出するもの
　・委託業務完了報告書（様式第２号）
　・委託業務実績報告書（様式第３号）
③　毎月提出するもの
　　・月毎の処理実績報告書（様式４号）
・甲の求めに応じて適宜、実績を報告すること。
第１０　暴力団排除条項確認のための書類
　　契約書記載第１７条第１項各号で示す暴力団等に該当しないことを証明するため、次の書類を甲の指定する日までに提出しなければならない。
１　暴力団等反社会的勢力ではない事の表明・確約に関する同意書（様式第５号）
２　役員一覧表（様式第６号）
第１１　その他
１　乙は、本業務の期間において、甲との間で随時打合せを行った上で業務を実施するものとする。また、甲は本業務の実施のために必要な協力をする。
２　本仕様書に定めのない事項及び本仕様書に定める内容について疑義が生じたときは、甲と乙が協議のうえ、定めることとする。
３　但し、定めのない事項にあっても、社会通念上当然必要と思われるものについては本業務に含まれるものとする。
